
 

震災都市復興即応力検討会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 都市整備部に係る震災都市復興に関する事項を検討するため、震災都

市復興即応力検討会議（以下「検討会議」という。）を設置する。 

 

（構成） 

第２条 検討会議は、別表に掲げる職にある者（以下「構成員」という。）をも

って構成する。 

 

（検討事項） 

第３条 検討会議は、次の事項を検討する。 

（１）「埼玉県震災都市復興の手引き」の内容に関すること。 

（２）その他、震災都市復興に関連する方針、計画、手続き、訓練等に関する

こと。 

 

（会議） 

第４条 検討会議の会議は、都市整備部副部長が招集し、議長となる。 

 ２ 都市整備部副部長は、検討事項の内容により、構成員全員の出席を求め

る必要がないと認められるときは、構成員の一部の者の出席を求めて会議

を開催することができる。 

３ 都市整備部副部長は、必要があると認めるときは、構成員以外の職員に

対し、会議に出席するよう求めることができる。 

４ 前３項の規定にかかわらず、都市整備部副部長は、検討事項の内容や同

種類似会議の開催状況に応じて、会議の開催を電子通信による意見交換や

書面による照会回答に代えることができる。 

５ 都市整備部副部長は、会議における検討の経過及び結果を整理の上、記

録しておかなければならない。 

６ 構成員は、自ら会議に出席できないときは、当該会議の検討事項につい

て、実質的に構成員に代わる判断をすることができる職員を代わりに出席

させることができる。 

７ 都市整備部副部長に事故があるとき、又は都市整備部副部長が欠けたと

きは、あらかじめ都市整備部副部長の指定する職員が本要綱に規定する都

市整備部副部長の職務を代理する。 

 

（処理） 

第５条 都市整備副部長は、検討会議の会議終了後その経過及び結果を構成員

に通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた構成員は、所掌事務について必要な処理を行わなけ

ればならない。 



 

（庶務） 

第６条 検討会議の庶務は、都市整備部都市整備政策課において処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、検討会議の運営について必要な事項は、

都市整備部副部長が別に定める。 

 

附則 

 １ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 ２ この要綱は、平成２７年４月２４日から施行する（構成員に住宅課総務・

民間住宅・マンション担当主幹、住宅経営担当主幹及び主査を追加する）。 

 ３ この要綱は、平成２８年４月１２日から施行する（構成員の担当を変更

及び職名を削除する）。 

 ４ この要綱は、平成２９年６月９日から施行する（構成員の担当名称を変

更する）。 

 ５ この要綱は、平成３０年６月１４日から施行する（庶務の担当課及び構

成員の担当名称を変更する）。 

 ６ この要綱は、令和５年４月１日から施行する（構成員の担当名称を変更

する）。 

 ７ この要綱は、令和６年１２月１３日から施行する（構成員の担当名称を

変更する）。 

 

 

 

別 表 

都
市
整
備
部 

都市整備部副部長 

都市整備政策課 
副課長 

企画・新都心事業調整担当 

都市計画課 
副課長 

総務・企画・景観・屋外広告物担当 

市街地整備課 

 副課長 

 企画・再開発担当 

 八潮新都市等整備・区画整理担当 

建築安全課 
 副課長 

 建築指導担当 

住宅課 

 副課長 

 住宅経営担当 

 企画担当 

 


